
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )

1 1 1

2 1 1

2 1 12

2 2 1

2 3 1

・ ・

・ ・

・ ・
・ ・

・ ・
・ ・

※令和７年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

8,898,945,568 0

職員数（特別職　３人、
一般職１，０８６人）

職員数（特別職　３人、
一般職１，０８３人）

職員数（特別職　３人、
一般職１，０４６人）

職員数（特別職　３人、
一般職１，０５６人）

9,135,708,000

執行体制

総務管理費

総務費 徴税費

一般会計

項 目

一般会計

一般会計

交通安全対策費

令和8年度

戸籍住民基本台帳費

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

人件費予算の積算

人件費補正予算の積算

給与水準の見直し

育休代替等会計年度任用職員報酬配当替

給与情報の公表（年３回）

445,634,910税務総務費

作成日

細事業名

人件費

事
業
費 地方債

年度別計画

8,743,813,000 8,942,680,000

0

決算額

国支出金

9,398,624,000

8,661,084,699

602,826,000

7,809,297,877

253,957,519

26,638,000

単位：円

8,543,707,000

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

8,475,090,779 8,484,588,222

10,623,902 10,813,723

1.35

事務事業評価表
１．基本事項

1.35 1.35

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

人件費

一般管理費 人件費

　人件費の適正化のために

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　国及び県等の給与水準を把握し、均衡を保つように見直しを行う

成果
※何を求めるか

　ラスパイレス指数等の指標を使い、人件費の適正化を行う

中項目 2 将来に向けた持続可能なまちづくり

0

事務事業

4

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0

404,058,000 407,311,000 427,076,000 437,584,000

8,730,685,000

26,847,000 25,400,000 24,620,000

59,782,026

一般会計

区分

大項目

小項目

6

　ここに計上する人件費とは、市長等特別職及び一般職の給与並び共済費を合算したものである。

県支出金 224,264,000 223,863,000 223,919,000 226,760,000 227,471,000

総務費

議会費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

24,019,000

人件費

議会費

総務費 総務管理費

　人件費

0

総務費 戸籍住民基本台帳費

8,910,389,645 9,410,339,290

11,444,077 11,715,290

1.35 1.33

7,817,200,499

0

8,473,774,499

令和5年度 令和6年度

8,672,184,725

11,100,026

令和08年06月19日(金)

令和9年度

市長等給与条例、職員給与条例、地方公務員法、地方公
務員の育児休業等に関する法律、健康保険法、労働者災
害補償保険法

■ □

7,986,070,699 8,207,963,568

人事課 担当係 給与係 管理番号 9221人件費管理事務

みんなで創る協働のまち

行財政運営の推進

令和7年度

議会費

8,464,466,877

職員数（特別職　３人、
一般職　１，０８６人）

担当課

令和4年度

人件費

1,894,639,322

24,797,842

前年度決算額（円）

一般会計



目標値の算定根拠/実績値の出所
成果指標２

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移
　職員数は定員管理基本方針に基づき推移している。

指標名

一般職給与総額

時間外勤務手当平均額

目標値

実績値

ラスパイレス指数

歳出に占める人件費の割合

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

評価評価の観点区分

97.50 98.0097.80

269.00 279.00
千円

目標値

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標２

活動指標３

単
位

人

３．評価指標

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

給与支給職員数は意図的に定めることができず、目標値として定めることができない。/給与の支給を受けている職員数

区分

給与支給職員数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

成果指標１

15.00 14.60 13.25

実績値の算出式

16.30

実績値

目標値

68,022.00

18.30

指数１００を下回り、適度な水準を保っているため目標値を定めることはできない。　/　ラスパイレス指数

実績値の算出式

63,528.80 63,732.60 65,432.00

99.10
　

％

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 給与係長　吉澤　健司

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

　国、県及び県内市町村の動向を踏まえつつ、適正に給与支給を行ってい
る。

A

A

　一般職給与総額は、若年層に重点を置きつつ、その他の職員も昨年を大
幅に上回る引上げ改定により増額したものの、歳出における割合は低下
し、目標値を下回る結果となっている。一方、ラスパイレス指数は前年度
９７．５から０．５増加し９８．０となっている。これは指数に影響を及
ぼす年齢層の給料平均額が増加したからである。
　時間外勤務手当平均額は、令和７年度に、衆議院議員、参議院議員及び
市長選挙が実施されたことにより、昨年度を上回る結果となっている。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 給与係長　吉澤　健司

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

18.20

時間外勤務手当は実績給であり、目標値として定めることはできない。　/　時間外勤務手当／非管理職数

279.00 321.00

　

17.90 17.80

15.40

令和
7年度

令和
8年度

1,059.00

17.50

後期基本計画における歳出に占める人件費の割合を目標とした。　/　人件費／歳出（普通会計）

十万
円

1,077.00

給与総額は意図的に定めることができず、目標値として定めることはできない。　/　給与総額（一般会計）

1,053.00 1,046.00


